資料２
「重点的に取り組むべき事項（案）」等について（検討資料）
重点的に取り組むべき事項（案）
男女共同参画社会の実現に向けては、多くの課題がある。平成２３年度からの５年間では、５つの基本的な視点を踏まえ、次のとおり特に重点的に取り組むべき事項を掲げて施策を進め、男女共同参画社会の実現をめざす。
１．男女共同参画を通じた大阪の魅力向上
大阪には、多くの企業や商業施設、大学や研究機関、文化施設などの集積があり、また、ＮＰＯをはじめ様々な民間団体が活動を展開している。さらに、国際化の進展等により留学生や国際結婚等も増加し、府では多様な文化や価値観を持った人々が活動、交流している。

こうした大都市の持つ都市基盤を活かし、女性をはじめ社会を構成する多様な人々が、各々の能力を発揮し、職場、家庭、地域などで活躍できる男女共同参画の取組を進めることにより、企業や、大阪に住む人々、働く人々、訪れる人々にとって、より一層魅力のある街づくりを進めていくことが大阪の活性化のために重要である。

【具体的な取組（例）】

①女性や子育て世帯に魅力ある街づくり

・一人暮らしの女性や子育て世帯が安全・安心に暮せる街は、誰にとっても安全・安心に過ごせる街である。防犯や防災なども含め安全・安心な街づくりに女性の視点を活かす。
（例）・男性が親子で使えるトイレの整備促進

　　　　

・大阪の持つ産業技術や商業施設と大学やＮＰＯなどの連携による、女性や子育て世帯にとって魅力的な街づくりが促進されるよう、取組を支援する。
（例）・女性や子育て世帯の視点や感性を活かした新たな商品・サービスの開発や
　　　　　　　街の活性化活動に対する情報提供等の支援

②国際化の進展の中での多文化共生を目指す男女共同参画の推進

社会のさらなるグローバル化の進展を踏まえ、お互いの人権を尊重した多文化共生を推進する観点から、相互理解と交流の促進を図る。

・国連の動きなど国際社会における男女共同参画に関する情報や、男女共同参画に関するグローバルな活動をしている女性の情報を収集し、行政施策の参考とするとともに、市町村等を通じて府民に情報提供する。

・府に滞在する外国人研究者や留学生に対し、府域の男女共同参画に関する情報提供に努めるとともに、大阪府において留学生を対象としたインターンシップの受け入れや、男女共同参画施策の研修機会の提供などを行うことにより、男女共同参画を通じた国際社会への貢献を行う。

③女性の起業支援

生活者としての経験や独自の視点を活かして、女性が新たな事業を始める事例が増えている。ビジネスとして成功したものも数多くあり、フェアトレードなど社会的問題の解決を目的とする収益事業に取り組む例も見られる。こうした女性起業家等の事例を府民に情報提供し、女性起業家の活躍を支援するとともに、起業をめざす女性に対するＮＰＯや企業などの支援を促進していく。
２．政策・方針決定過程への女性の参画促進

社会的な意思決定の場への女性の参画拡大を進めるため、努力目標を設定するなど取り組んできたが、政策・方針決定過程の場にいる女性は未だ少ない。国内での女性の政治・経済活動等への参画度が極めて低い状況にあることが要因となり、世界の先進国の中でもＧＥＭ、ＧＧＩが低位の状況にある。

大阪を将来にわたり活力ある街としていくためには、女性をはじめ多様な人材の能力を活かし、政策立案や企業経営に新たな発想を取り入れていく仕組みが求められている。政策・方針決定過程への女性の参画拡大に取り組み、女性が元気に活躍し、男女共同参画による大阪の活性化が図られるよう、社会や企業など組織の風土そのものを変革していくことが重要である。

【具体的な取組（例）】

政策・方針決定過程（特に公的・学術・雇用の分野）への女性の参画促進

国連女子差別撤廃委員会の最終見解も踏まえ、公的分野・学術分野・雇用分野における女性の参画促進に取り組む。

①審議会委員への女性の参画促進

・審議会での女性委員の登用にあたり、クォータ制の導入など、取組を促進するための有効な手法について検討する。

・より効率的効果的な行政運営を行うことができるよう、職員の能力活用、人材育成を行うことが必要であるが、女性職員は出産・育児等によりキャリアを中断する可能性があり、そのことに配慮した人材育成や能力開発を行う。

②企業における男女共同参画の促進

・経済界で注目度が高いGGIの指標を活用し、世界の中で日本が立遅れているという客観的事実を経営者はじめ指導者層に周知することにより、働く女性の能力活用、人材育成が図られ女性の登用が促進されるよう支援を行う。

・府内企業の取組をより一層推進するため、例えば、公契約の入札参加制度において、男女共同参画に積極的に取り組む企業を優遇する等の具体的な方策を検討する。

③理工系分野の女性人材の育成

大学等での理工系分野で女子学生の割合が低いため、理工系分野の女性人材が少なく、学術分野や企業での女性の雇用や、審議会での委員登用が進まない一因となっている。このため、性別にかかわらず個人の適性と能力が発揮できるよう、府内大学等との連携を進め、学校教育段階から長期的視点で人材育成等を行う。

３．男女とも仕事と生活の両立ができる環境の整備

働く女性は育児休業取得率が増加している一方で、出産を機に就業を中断するケースも多く、仕事と子育て等との両立が難しい状況が続いている。多様な保育施策の展開により保育所入所枠は拡大しているものの、就労を希望する女性が増加するなど、待機児童も依然として多い。また、働く男性を見ると、育児休業の取得は低迷している上、家事に要する時間も、平日及び休日とも「ほとんどない」が30％台と高い状況にあるなど、依然として女性が家事や子育てを担っている状況である。

少子・高齢化が進み、労働力人口が減少する中、雇用の場における女性の参画促進が不可欠である。また、府民一人ひとりが豊かな生活を送ることができる大阪を目指し、男女ともに子育て・介護をしながら働き続けることができるよう、仕事と生活の調和を推進していくことが重要である。企業が持続可能な成長を続け、活力ある大阪を実現するためにも、仕事と生活の調和の推進は重要な視点である。中小企業の多い大阪においてこそ、生産性の高い働き方への変革も含め、男女とも仕事と生活の両立ができる環境の整備に取り組むことが重要である。

【具体的な取組（例）】

①中小企業における働き方の見直しと職場環境整備の取組促進

国際社会の中で持続可能な経済成長を続けるためには、企業など組織が労働生産性を高め、量より質を重視する働き方に変革を促進する必要がある。経済団体等と連携して経営者層にワーク・ライフ・バランスの必要性を周知するとともに、中小企業も含め企業の取組が促進されるよう支援を行う。

②男女が子育て・介護等と仕事が両立できるよう保育所等の環境整備促進

子育て・介護等と仕事が両立できるよう保育所等の環境整備を促進する。

③男性の家事・育児・介護への参画促進

・育児休業を取得した男性の活躍事例を紹介することなどにより、男性の育児休業取得を促進するとともに、家事・育児等への参画に関する社会的な評価を高めるため、気運の醸成を図る。

・男性向けの家事・育児講座（例：保育所等での企業向け「出前子育て講座」など）等が、府民に身近な市町村において実施されるよう府内市町村に働きかける。
４．女性に対するあらゆる暴力の根絶

府では行政計画の策定をはじめ女性に対する暴力の根絶に向け取り組んできたが、依然として様々な形態による被害が発生している。また、若年層において恋人間の暴力なども新たな問題となっている。女性に対する暴力は重大な人権侵害であり、女性に対する暴力根絶に向けた取組を一層強力に推進していく必要がある。また、メディアや企業を巻き込み社会を動かすプロジェクトを立ち上げるなど、府民啓発の機会をつくっていくことが重要である。

さらに、国際社会においては男女共同参画の様々な取組が進められていることから、女子差別撤廃条約やトラフィッキング関係条約等について府民の理解を深めていくことが重要である。

【具体的な取組（例）】

①女性に対する暴力を許さない社会にむけた取組推進

・教育、司法、医療、警察などＤＶ防止、被害者の救済等を担う関係者への啓発を行う。
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間にパープルリボン等のＤＶ防止啓発キャンペーンを行うなど、多くの府民に幅広く周知啓発する。

・府内市町村のＤＶ基本計画の策定や配偶者暴力相談支援センターの設置等について、助言等の支援を行う。

・恋人間の暴力（デートＤＶ）を防ぐため、若年層を対象とした啓発や学校と連携した取組みを行う。

②女子差別撤廃条約等国際的な女性を取り巻く課題の周知啓発

女子差別撤廃条約やトラフィッキング関係条約等国際社会での女性を巡る課題についての情報を収集し、学校関係者等に周知するほか、市町村等を通じて男女共同参画分野で活動するＮＰＯなどの団体や府民に情報提供する。

③女性の人権を尊重した表現の推進

・メディアにおける女性の人権尊重の観点などについて、メディア側の自主的な基準作りが進むよう、国や他の地方公共団体と連携して働きかけていく。

・府が行う広報・出版については、府民向けに広く情報発信されるため社会に与える影響が大きいことを考慮し、広報・出版物が男女共同参画の視点にたった表現となるよう引き続き取組を進める。

５．様々な困難を抱える男女が安心して暮らせる環境の整備

社会経済情勢の変化の中で、貧困や、教育や就労等の機会を得られない、地域での孤立など様々な生活上の困難に直面する人々が増加している。特に、女性は相対的貧困率が高く、母子家庭や高齢女性でその影響は顕著である。生活上の困難が放置され深刻化すると、ＤＶや児童虐待につながることも懸念され、特に子どもにはより深刻な影響をもたらす問題であることから、次世代への貧困の連鎖を断ち切るための取組が必要である。

また、施策の推進にあたり、障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等に加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合があることに留意する必要がある。

【具体的な取組（例）】

①困難な状況を抱える家庭の課題解決のための支援の強化

・困難な状況を抱える家庭の課題を解決するため、地域の支援人材や民間団体等と連携した取組を進める。例えば、学校において、地域の支援人材とともに家庭教育のサポートをしてきた事例等があり、蓄積してきたノウハウ等を活かした取組を検討する。
②貧困など生活困難に直面する人々への自立支援

・身近な相談窓口の情報など各種支援情報について、生活困難に直面する人々に届くよう、市町村や民間団体等と連携して情報発信をしていく。

・母子家庭の母親が自立して生活していくことができるよう、職業訓練等の自立支援を行う。

６．男性、子どもにとっての男女共同参画に向けた取組の推進

これまで国・府・市町村において男女共同参画に向けた取組を推進してきたが、「男女共同参画社会」の認知度が低いこともあり、自分には関係ないことと捉えている無関心な人々の意識改革や、企業等を含め社会全体を巻き込むまでの制度改革に至らなかった。男女共同参画社会の実現がもっと一人ひとりにとって身近な問題として捉えられるよう、より多くの府民に理解と共感を広げるような視点での取組が必要である。

このため、特に、男性にとって男女共同参画が自分自身にかかわる重要な問題であるとの認識が深まるよう取り組むこと、さらには、男性は企業経営者など組織の指導的な立場にある層の多くを占めており、こうした社会的に影響力のある人々への啓発を重点的に行うことが重要である。

また、次世代を担う子どもたちが、男女共同参画の理解を深め、将来を見通した自己形成ができるよう取組を進めることが重要である。

【具体的な取組（例）】

①企業経営者やオピニオンリーダー層の意識啓発

・企業経営者など組織の指導的な立場にある層や社会的に影響力の大きい層に対し、重点的に啓発を行う。また、効果的な広報啓発を行うため、市町村、企業、大学、経済団体、ＮＰＯ等との連携により、府民啓発キャンペーンなどを行う。

②身近な問題として、理解と共感を広げる取組の推進

若い世代には子育て、中高年層には親の介護など、府民一人ひとりが男女共同参画を自分自身にかかわる切実な問題として捉え、理解を深めることができる取組を行う。

③子どもの頃からの男女共同参画の理解の促進

・教員の男女共同参画への理解を深めるための研修を行う。その際、児童虐待等学校現場が抱える課題と直結するテーマの中で、男女共同参画の必要性、関連性を示すなど教員への男女共同参画への理解を深める工夫をする。

・子どもたちが、将来にわたり社会人、職業人として自立する力を育むためのキャリア教育や家事・育児などの生活技術を身につけるための教育を推進する。
・依然として大学等での理工系分野の女性割合が低いため、中高生の進路選択において多様な選択が可能となるよう、理工系分野で活躍するロールモデルの紹介を行う。

④メディアにおける男女共同参画の推進

・メディア内容を主体的に選択し、読み解き、活用できる能力を身につけるためのメディア・リテラシーの向上に向けた取組を進める。

・新聞やメディアからの積極的な情報発信を進めるため、男女共同参画に関心を寄せているジャーナリストに情報提供する仕組みを検討する。

７．大阪の特色を活かした地域の「元気力」アップ

少子高齢化や経済の低迷などの社会経済情勢の変化や府民ニーズの多様化により、防犯や子育て、福祉、教育など様々な分野で解決すべき多くの問題が生じ、行政単独ではとても対応できない状況である。都市化や核家族化が進み、隣人とのコミュニケーションが少なくなっていることも影響して、犯罪の増加や、子育てや親の介護で孤立し悩みを抱える人も多くなっている。
一方、退職期を迎えている団塊世代の男性の中には、長時間労働で職場以外に居場所がないまま退職する人もあり、また、地域においても、趣味や職場での経験を活かすことができる受け皿が十分用意されていない。

こうした中、地域社会の問題について、市民や企業、ＮＰＯなどが自治体と連携して、子育てをはじめ様々な地域の問題解決や地域としての価値を創っていくことが「地域力の再生」として注目され重要になってきている。

大阪は、生活保護受給、就学援助受給、児童虐待などで全国と比べて厳しい状況を抱えているが、例えば、スクールソーシャルワーカーなど地域の支援人材と市町村が連携して子育て支援のサポートを行うなど、地域の人たちと行政が連携して課題を解決した実績とノウハウを持っている。

そこで、各々の地域にとって、皆が関心のある共通の男女共同参画の課題（子育て、健康づくり、安全・安心なまちづくり等）を抽出し、中高年の男女や学生等を巻き込み、地域の人と地元の市町村が力を合わせて解決に向けて行う取組を支援していくことが重要である。

【具体的な取組（例）】

○地域における課題解決の促進

・地域において関心の高い男女共同参画に関する課題を抽出し、解決に向けた取組を支援するため、各地域で行われている活動事例について情報発信する。

（テーマ例）

・在宅の子育て支援

・男女のライフステージに応じた健康づくり（がん検診受診率向上等）

・中高年男女を活動に巻き込むため、地域で展開している趣味のサークル活動参加者に情報提供を行う。また、求められる能力と人材のマッチングを行うこと等を検討する。

・海外では大学生のボランティア活動を義務化している国もある。大学生等のボランティア活動を促進する仕組みづくりを検討する。

推進体制について（案）
現行プランでは、大阪全体で男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進するため、事業者や各種団体を巻き込んだ連携体制の構築に向けた取組を進めるとともに、府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）で事業を実施するなど、庁内での推進体制の充実が図られてきた。

しかし「男女共同参画社会」という用語について、府民の４割にしか周知されていない現状を考えると、より多くの府民に理解と共感を広げるような視点での取組が必要である。

今後、さらに男女共同参画を進めていくためにも、新たな計画の策定にあたっては、大阪府をはじめ、市町村、女性センター・男女共同参画センター、NPO、企業、大学、経済団体、労働組合、関係団体等と連携したオール大阪での推進体制について十分に検討することが必要である。

【今後の取組（例）】
①オール大阪での連携体制の再構築

・市町村、男女共同参画センター、企業、大学、ＮＰＯ、経済団体、労働組合等とのネットワークを構築する。

（取組例）ＤＶ防止啓発キャンペーン、中小企業における男女共同参画の取組支援

・企業経営者はじめ、各界の指導者層によるトップダウンの取組促進

②行政の推進体制等の充実 

・国、府、市町村の相互連携の強化　

（取組例）企業の取組促進

・府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）等の活用

（取組例）府民の理解と共感を広げる新たな機能の付加

（女性の起業支援、ＮＰＯ等の活動支援など）

・男女共同参画に関する国際的な情報収集と行政施策への反映

（取組例）在阪の外国人からの海外の先進的取組に係る情報交換の場の設置
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